
根室市陸上養殖研究促進支援事業補助金交付要綱

（令和４年３月２９日根室市訓令第２２号）

（趣旨）

第１条 市長は、市内の陸上養殖業の振興を図るため、将来的な生産性の向上等に取組む根室市

内の水産加工業者及び漁業経営者等に対し、予算の範囲内で補助金を交付するものとし、その

交付に関しては、根室市補助金等交付規則（昭和50年根室市規則第31号。以下「規則」という。）

及びこの要綱の定めるところによる。

（目的）

第２条 この補助金は、陸上養殖業に取り組もうとする意欲のある根室市内の水産加工業者及

び漁業経営者等が行う陸上養殖試験研究の実現のため、養殖生産の技術的可能性や生産効率

の検証に向けた「試験的な取り組み」のための設備整備を側面的に支援することによって、

消費ニーズに対応する水産物の安定供給及び経営の安定強化を図ることを目的として交付す

る。

（補助対象者、補助対象事業及び補助対象経費等）

第３条 この補助金の交付の対象者（以下「補助対象者」という。）、補助の交付の対象となる

事業（以下「補助対象事業」という。）、補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経

費」という。）及び補助率については、次の表のとおりとする。

補助対象者

次の（１）から（３）までのいずれも満たす者であること。

（１）市内に本社又は事業所を有し、専ら水産食料品製造業を営み、こ

の補助金の交付申請日時点において、過去５年以上継続して水産食料

品の製造等の実績がある事業者で、直近の決算期において債務超過の状

態にない者のほか、漁業を営んでいる漁業経営者とする。ただし、市長

が特に認めた場合はこの限りでない。

（２）根室市暴力団排除条例（平成25年条例第６号）第２条第１号に規

定する暴力団、同条第２号に規定する暴力団員及び同条第３号に規定

する暴力団関係事業者でないこと。

（３）市税を滞納していない者であること。

補助対象事業等

補助の対象となる事業は、陸上養殖業の起業に向けた実証試験・研究を

おこなうための陸上養殖用水槽等の設備を整備し、養殖しようとする

水産物を長期間育成管理して生産性の向上を図るものとする。なお、原

則として養殖設備整備年を含め 3ヵ年は試験を継続し、費用対効果や

生産効率等を検証しなければならない。

水産物の出荷調整などの目的で短期間一定の場所に保存する蓄養のた

めの機材整備は事業の対象としない。

補助対象経費

補助の対象となる経費は、陸上養殖試験に用いる水槽、濾過槽等の物品

購入に要する経費のほか、養殖生産に直接要する種苗代、餌代等の経費

も対象とする。

海水等の取水設備整備費、水槽設置に伴う改修及び敷設工事費、消費税

及び地方消費税、用地の賃借及び取得の経費、人件費、電気代等の運転

経費は対象外とする。なお、事業実施後の養殖技術等の情報収集に関わ

る旅費等の間接経費については、適正なものと認めた場合はこの限り

でない。

補助率 １／２以内（上限 300 万円）



（補助金額）

第４条 補助金の額の算定にあたっては、補助対象経費に補助率を乗じて得た額（ただし、1,000

円未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てる）と、300万円とを比較して少ない方の額とし、

予算の範囲で交付する。

２ 補助対象事業を継続して支援する期間は 3カ年度を限度とし、年度毎に事業の実証及び精

算を行うものとする。

（補助対象期間）

第５条 補助金の交付対象期間（以下「補助対象期間」という。）は、申請のあった日の属す

る年度内とする。

（補助金の交付申請）

第６条 補助金の交付申請をしようとするもの（以下「申請者」という。）は、概ね事業開始予

定日の２週間前までに交付申請書（別記第１号様式）に次の各号に掲げる書類を添えて、市長

に提出しなければならない。

(１) 事業実施計画書（別記第２号様式）

(２) 事業収支予算書（別記第３号様式）

(３) 誓約書兼同意書（別記第４号様式）

２ 市長は、前項に定めるもののほか必要と認める書類の提出を求めることができる。

（補助金交付の決定）

第７条 市長は、前条の申請があったときは、その内容を審査し、その結果を交付決定通知書（別

記第５号様式）により申請者に通知するものとし、交付を決定したときには、次の各号に掲げ

る条件を付するものとする。

(１) 取得財産等の管理については、補助金の交付の目的に即し、事業実施後においても善良

な管理者の注意をもって管理するとともに、その効率的な運営を図ること。

(２) その他市長が必要と認める事項

（申請の取り下げ）

第８条 補助金の交付決定を受けた申請者（以下、「補助事業者」という。）は、前条の規定に

よる補助金の交付決定の内容又はこれに付された条件に不服があるときには、取下届（別記第

６号様式）を速やかに市長に提出して、申請を取り下げることができるものとする。

（概算払）

第９条 市長は、補助事業の遂行上特に必要があると認めるときは概算払をすることができる。

２ 補助事業者は、前項の規定により概算払の申請をしようとするときは、概算払申請書（別記

第７号様式）に次の各号に掲げる書類を添えて、市長に提出するものとする。

(１) 事業の資金収支計画が確認できる資料

(２) その他市長が必要とする書類

３ 市長は、前項の規定による申請があったときは、その内容を審査し、その結果を概算払承認

通知書（別記第８号様式）により補助事業者に通知するものとする。

（決定内容の変更）

第 10 条 補助事業者は、当該補助事業の内容を変更しようとするときは、あらかじめ変更承認

申請書（別記第９号様式）を市長に提出し、その承認を受けなければならない。ただし、次

の各号に該当するときは、この限りではない。

（１）補助対象経費の費目間における 20パーセント未満の変更

（２）当該事業の目的に変更をきたさない場合で、その事業量又は事業費についての 20

パーセント未満の変更

２ 市長は、前項の申請書を受理したときは、その内容を審査し、その結果を変更承認通知書

（別記第10号様式）により補助事業者に通知するものとする。

（補助事業の中止又は廃止）

第11条 補助事業者は、補助事業を中止又は廃止しようとするときは、あらかじめ中止（廃止）

承認申請書（別記第11号様式）を市長に提出しなければならない。



２ 市長は、前項の規定による申請があったときは、その内容を審査し、その結果を中止（廃止）

承認通知書（別記第12号様式）により補助事業者に通知するものとする。

（工事等の完成）

第12条 補助事業者は、補助事業が完成したときには、実施事業完成届（別記第13号様式）に次

の各号に掲げる書類を添えて、速やかに市長に提出しなければならない。

(１) 事業の実施状況を確認できる記録写真等の資料

(２) その他市長が必要とする書類

２ 市長は、前項の規定による実施事業完成届を受理したときは、職員に検査させるものとする。

３ 前項の規定による当該職員が行う検査の結果については、実施事業完成検査調書（別記第14

号様式）により速やかに市長に報告するものとする。

（事業の執行の遅延又は不能）

第13条 補助事業者は、補助事業が予定の期日までに完了する見込みがないとき又はその遂行が

困難となったときには、執行遅延（不能）報告書（別記第15号様式）を速やかに市長に提出し、

その指示を受けるものとする。

２ 市長は、前項の規定による報告に基づき事業の遂行について補助事業者に指示するときには、

遂行指示書（別記第16号様式）により行うものとする。

（遂行命令）

第14条 市長は、補助事業者が前条の規定による指示又は補助金の交付の決定の内容又はこれに

附した条件に従って補助事業を遂行されていないと認めるときには、これに適合させるための

措置をとるべきことを遂行命令書（別記第17号様式）により命ずることができる。

２ 市長は、補助事業者が前項の規定による命令に従わないときには、是正措置等命令書（別記

第18号様式）により当該事業の一時停止及び是正措置を命ずることができる。

３ 市長は、補助事業者が前項の命令に従い是正措置を講じたときには、第1項に定める遂行命

令書により当該事業の一時停止を解除するものとする。

（実績報告）

第 15 条 補助金の交付を受けた補助事業者は、当該事業が完了したときには、７日以内に事業

実績報告書（別記第 19号様式）に次の各号に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければな

らない。

(１) 事業収支決算書（別記第 20 号様式）

(２) 補助対象事業に係る経費の領収書又は支払を証明できる書類の写し

２ 市長は、前項に掲げるもののほか必要と認める書類の提出を求めることができる。

（補助金の額の確定）

第16条 市長は、前条の規定による報告を受けたときは、その内容を速やかに審査し、適正であ

ると認めたときは交付すべき補助金の額を確定し、交付確定通知書（別記第21号様式）により

補助事業者に通知するものとする。

（補助金の交付請求）

第17条 補助事業者は、前条の規定による通知を受け取り、補助金の交付を受けようとするとき

は、交付請求書（別記第22号様式）を市長に提出しなければならない。

２ 市長は、前項の規定により請求があったときは、速やかに補助金を交付するものとする。

（事業実施計画の検証）

第18条 市長は、事業完了後においても事業実施計画に基づいて適正に事業が実施されているこ

とを確認する必要があると認めるときは、当該補助事業者に対して必要とする関係書類の提出

を求め、又は調査を行うことができるものとする。

２ 市長は、事業実施計画に基づいて適正に事業が実施されていないと認められる場合には、当

該補助事業者に対して適切な改善措置を指導し、改善状況を報告又は調査することができるも

のとする。

（関係書類の整理保管）

第19条 この要綱により補助金の交付を受けた補助事業者は、補助事業に関する帳簿及び関係書

類等を備え、当該補助事業に要した経費とそれ以外の経費とを区別できるようこれを整理し、



かつ、これを当該事業の完了の日の属する年度の翌年度から５年間保存しなければならない。

ただし、補助事業により取得し、又は効用の増加した財産については、それらの財産管理台帳

（別記第23号様式）及びその他関係書類を処分制限期間の満了時まで整備保存しなければなら

ない。

（財産処分の制限）

第20条 補助事業者は、補助事業により取得し、又は効用の増加した財産（以下「取得財産等」

という。）については、この補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、

担保に供し、取り壊し又は廃棄しようとするときは、財産処分承認申請書（別記第24号様式）

及び市長が必要と求める関係書類をあらかじめ市長に提出し、その承認を得るものとする。た

だし、補助事業者が対象事業に係る補助金の全額に相当する額を市に納付した場合又は減価償

却資産の耐用年数等に関する省令（昭和40年大蔵省令第15号）第１条第２号に規定する耐用年

数を経過した場合並びに取得財産等の単価が50万円未満のものについては、この限りでない。

２ 市長は、前項の規定による申請があったときは、その内容を審査し、その結果を財産処分承

認通知書（別記第25号様式）により補助事業者に通知するものとする。

（補助金交付決定の取消し及び返還）

第 21 条 市長は、第 11 条第２項の規定により補助事業の中止を承認した場合及び補助事業者

が次の各号のいずれかに該当するときは、補助金の交付の決定を取消し又は既に交付した補

助金（過年度実施分も含む）の全部若しくは一部の返還を命ずることができる。

(１) 補助金を他の目的又は用途に使用したとき、又は正当な理由がないのに補助金を使用し

ないとき。

(２) 補助事業に関して、補助金の交付の決定の内容若しくはこれに附した条件その他法令及

び本要綱に違反したとき又は不正な行為をしたとき。

(３) 交付金の交付決定後の事情変更により特別の必要が生じたとき。

２ 市長は、前項の規定により補助金の全部又は一部を取り消そうとするときは、交付決定取消

通知書（別記第26号様式）により通知するものとする。

（その他）

第22条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。

附 則

この要綱は、令和４年４月１日から施行する。



別記第１号様式（第６条関係）

根室市陸上養殖研究促進支援事業補助金交付申請書

年 月 日

根室市長 様

住 所

申請者 法人等名称（屋号等）

代表者氏名（氏 名）

根室市陸上養殖研究促進支援事業補助金交付要綱第６条の規定により、補助金の交付を受け

たいので、下記のとおり関係書類を添えて申請します。

記

１ 事 業 名

２ 事 業 実 施

予定年月日

自 年 月 日

至 年 月 日

３ 事 業 に 要

す る 経 費
金 円

４ 補 助 対 象

経 費
金 円

５ 補助金交付

申 請 額
金 円

６ 添 付 書 類

・事業実施計画書（別記第２号様式）

・事業収支予算書（別記第３号様式）

・誓約書兼同意書（別記第４号様式）

・直近年の決算期において、債務超過の状態にないことを証明する書類の

写し

・実施しようとする事業の概要が確認できる資料及び見積書の写し

・事業の効果的な実施を図る上で緊急かつやむを得ない事情により、補助金

の交付の決定前に着手する必要がある場合においては、その理由を記載し

た理由書



別記第２号様式（第６条関係）

根室市陸上養殖研究促進支援事業補助金事業実施計画書

１ 事業実施計画表

２ 養殖試験計画表

整備・導入物件の名称 規格・型式 数量
事 業 に 要

す る 経 費

補助金交付

対 象 経 費

補 助 金

交付申請額

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

合 計
円 円 円

魚種（数量）及び選定理由

魚種： （ 尾 ・ ㎏）

選定理由：

試験期間 実施場所

生産期待量 生産期待額

養殖試験方法

機器導入スケジュール

機器等の使用計画

機器等の導入により達成

すべき目標・期待される

効果等



別記第３号様式（第６条関係）

根室市陸上養殖研究促進支援事業補助金事業収支予算書

１ 収 入

２ 支 出

項 目 予 算 額（円） 備 考

市 補 助 金

自 己 資 金

うち貸付金

その他の補助金等

合 計

項 目 予 算 額（円） 備 考

対

象

経

費

小 計

対

象

外

経

費

小 計

合 計



別記第４号様式（第６条関係）

誓約書 兼 同意書

根室市陸上養殖研究促進支援事業補助金の交付申請に当たり、次のとおり誓約及び同意しま

す。

１ 申請書類の内容は全て事実であり、虚偽が判明した場合又は申請要件に該当しない状況と

なった場合は、補助金の返還に応じ、根室市が事業者名を公表することに同意します。

２ 補助金の交付事務の適切な執行のため、根室市から補助金申請に関する必要事項につい

て、確認、報告、修正、調査に応じることに同意します。

３ 申請書類および実績報告書類に記載された情報は、市のホームページ、広報ねむろ等で公

表するとともに、報道機関および公的機関（税務署・警察・保健所等）の求めに応じて提供

することに同意します。

４ 補助事業により取得した財産等の現況及び補助事業の成果に関して、市長が求める報告及び

調査、市長が行う発表及び広報が適正に行われるよう努めることに同意します。

５ 補助金の交付対象であることを確認するため、根室市が申請者に係る住民基本台帳、税情

報に記録されている事項を閲覧することに同意します。

６ 申請者及び役員名簿に掲載された者は、次の１～５のいずれにも該当しません。

年 月 日

根室市長 様

住 所

法人等名称（屋号等）

代表者氏名（氏 名） 印

１ 事業者の代表者、役員又は使用人その他の従業員もしくは構成員が暴力団員（暴力団

員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条第６号に規定

する暴力団員をいう。以下同じ。）である。

２ 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号に規定する暴

力団をいう。以下同じ。）又は暴力団員が経営に実質的に関与していると認められる。

３ 役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加

える目的をもって、暴力団又は暴力団員の利用等をしたと認められる。

４ 事業者の代表者、役員又は使用人その他の従業員もしくは構成員が、暴力団又は暴力

団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与する等直接的又は積極的に暴力団の維持

若しくは運営に協力し、又は関与していると認められる。

５ 役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると認めら

れる。



別記第５号様式（第７条関係）

根室市指令第 号

根室市陸上養殖研究促進支援事業補助金交交付決定通知書

年 月 日

住 所

法人等名称（屋号等）

代表者氏名（氏 名）

根室市長

年 月 日交付申請のあった根室市陸上養殖研究促進支援事業補助金について、

下記のとおり決定したので通知します。

記

１ 事 業 名

２ 決 定 内 容 □ 交付します □ 交付しません

３ 補助対象経費 金 円

４ 交 付 決 定 額 金 円

５ 事業完了期限 年 月 日

６ 不交付の理由

７ 特 記 事 項



別記第６号様式（第８条関係）

根室市陸上養殖研究促進支援事業補助金交取下届

年 月 日

根室市長 様

住 所

補助事業者 法人等名称（屋号等）

代表者氏名（氏 名）

事業名

年 月 日付け根室市指令第 号をもって、交付決定を受けた上記の事業

については、下記の理由により交付申請を取り下げます。

記

１ 交 付 決 定 額 金 円

２ 取下げの理由



別記第７号様式（第９条第２項関係）

根室市陸上養殖研究促進支援事業補助金交概算払申請書

年 月 日

根室市長 様

住 所

補助事業者 法人等名称（屋号等）

代表者氏名（氏 名）

事業名

年 月 日付け根室市指令第 号をもって、交付決定を受けた上記の事業

について、下記のとおり概算払を受けたいので、関係書類を添えて申請します。

記

１ 補助金交付

決 定 額
金 円

２ 既概算払額 金 円

３ 今回概算払

申 請 額
金 円

４ 概算払を受

けたい時期
年 月 日頃

５ 申請の理由

６ 振 込 先

金融機関名

支 店 名

口 座 番 号
普通

当座

フ リ ガ ナ

口座名義人

７ 添 付 書 類 ・実施しようとしている事業の資金収支計画の詳細が確認できる資料



別記第８号様式（第９条第３項関係）

根室市指令第 号

根室市陸上養殖研究促進支援事業補助金交概算払承認通知書

年 月 日

住 所

法人等名称（屋号等）

代表者氏名（氏 名）

根室市長

年 月 日申請のあった根室市陸上養殖研究促進支援事業補助金の概算払

承認申請について、下記のとおり決定したので通知します。

記

１ 事 業 名

２ 決 定 内 容 □ 承認します □承認しません

３ 概 算 払 時 期 年 月 日

４ 概算払決定額 金 円

５ 不承認の理由

６ 特 記 事 項



別記第９号様式（第 10 条第１項関係）

根室市陸上養殖研究促進支援事業補助金交変更承認申請書

年 月 日

根室市長 様

住 所

補助事業者 法人等名称（屋号等）

代表者氏名（氏 名）

事業名

年 月 日付け根室市指令第 号をもって、交付決定を受けた上記の事業

について、その計画を下記の理由により変更したいので、関係書類を添えて申請します。

記

１ 補助対象経費

変 更 後 変 更 前

円 円

２ 補 助 金 の 額

変 更 後 変 更 前

円 円

３ 変 更 の 理 由

４ 添 付 書 類
・事業実施計画書（別記第２号様式）

・事業収支予算書（別記第３号様式）



別記第 10 号様式（第 10 条第２項関係）

根室市指令第 号

根室市陸上養殖研究促進支援事業補助金変更承認通知書

年 月 日

住 所

法人等名称（屋号等）

代表者氏名（氏 名）

根室市長

年 月 日申請のあった根室市陸上養殖研究促進支援事業補助金の変更承

認申請について、下記のとおり決定したので通知します。

記

１ 事 業 名

２ 決 定 内 容 □ 承認します □承認しません

３ 補助対象経費

変 更 後 変 更 前

円 円

４ 補 助 金 の 額

変 更 後 変 更 前

円 円

５ 不承認の理由

６ 特 記 事 項



別記第 11 号様式（第 11 条第１項関係）

根室市陸上養殖研究促進支援事業補助金中止（廃止）承認申請書

年 月 日

根室市長 様

住 所

補助事業者 法人等名称（屋号等）

代表者氏名（氏 名）

事業名

年 月 日付け根室市指令第 号をもって、交付決定を受けた上記の事業につい

て、下記の理由により事業を中止（廃止）したいので申請します。

記

１ 交付決定額 金 円

２ 中止（廃止）

の理由



別記第 12 号様式（第 11 条第２項関係）

根室市指令第 号

根室市陸上養殖研究促進支援事業補助金中止（廃止）承認通知書

年 月 日

住 所

法人等名称（屋号等）

代表者氏名（氏 名）

根室市長

年 月 日申請のあった根室市陸上養殖研究促進支援事業補助金の中止（廃

止）承認申請について、下記のとおり決定したので通知します。

記

１ 事 業 名

２ 決 定 内 容 □ 承認します □承認しません

３ 交 付 決 定 額 金 円

４ 不承認の理由

５ 特 記 事 項



別記第 13 号様式（第 12 条第１項関係）

根室市陸上養殖研究促進支援事業補助金実施事業完成届

年 月 日

根室市長 様

住 所

補助事業者 法人等名称（屋号等）

代表者氏名（氏 名）

事業名

年 月 日付け根室市指令第 号をもって、交付決定を受けた上記の事業

について、下記のとおり実施事業が完了したので、書類を添えて届け出します。

記

１ 実施事業区分 □機器導入 □その他

２ 契 約 名

３ 契約価格（税抜） 金 円

４ 添 付 書 類

・補助対象事業に係る経費の領収書又は支払を証明できる書類の

写し

・事業の実施状況を確認できる記録写真等の資料



別記第 14 号様式（第 12 条第３項関係）

根室市陸上養殖研究促進支援事業補助金実施事業完成検査調書

上記の実施事業は、検査の結果、補助金の交付の決定の内容及びこれに附された条件のとお

り完成したことを認めます。

年 月 日

所 属

検査職員

職氏名 印

注 検査の結果不合格の場合は、本文を「上記の実施事業は、検査の結果、次の理由により不

合格と認めます。」と書き換えた上で、その不合格の理由をこの様式の備考欄に詳細に記載す

ること。

事 業 名

補助事業者名

実施事業区分 □機器導入 □その他

契 約 名

実施事業内容

実 施 事 業 費 金 円

事業実施業者名

事業実施年月日
自 年 月 日

至 年 月 日

備 考



別記第15号様式（第13条第１項関係）

根室市陸上養殖研究促進支援事業補助金執行遅延（不能）報告書

年 月 日

根室市長 様

住 所

補助事業者 法人等名称（屋号等）

代表者氏名（氏 名）

事業名

年 月 日付け根室市指令第 号をもって、交付決定を受けた上記の事業

について、下記の理由により予定の期間内に完了する見込みがない（その遂行が困難になっ

た）ので指示を受けたく報告します。

記

１ 遅延又は不能の内容

２ 遅延又は不能の理由



別記第 16 号様式（第 13 条第２項関係）

根室市指令第 号

根室市陸上養殖研究促進支援事業補助金遂行指示書

年 月 日

住 所

法人等名称（屋号等）

代表者氏名（氏 名）

根室市長

事業名

年 月 日提出のあった根室市陸上養殖研究促進支援事業補助金執行遅延

（不能）報告書に基づき、上記の事業の遂行を次のとおり指示します。

１ 指示内容

・事業完了期限を 年 月 日とします。

・補助対象事業を完了したとき（廃止の承認を受けたときを含む。）は、速

やかに実績報告書を市長に提出すること。

２ 特記事項



別記第 17 号様式（第 14 条第１項関係）

注 事業の遂行の停止を解除する場合は、本文を「 年 月 日付け指令第 号で

命じた根室市陸上養殖研究促進支援事業補助金に係る事業の遂行の停止を解除します。」と

書き換えた上、決定内容欄にその旨を記載すること。

根室市指令第 号

根室市陸上養殖研究促進支援事業補助金遂行命令書

年 月 日

住 所

法人等名称（屋号等）

代表者氏名（氏 名）

根室市長

事業名

年 月 日付け根室市指令第 号で補助金の交付決定を受けた上記の事

業について、次のとおり遂行することを命じます。

１ 決定内容

・根室市陸上養殖研究促進支援事業補助金の交付の決定の内容及びこれに

付した条件その他法令の規定に従い、善良な管理者の注意をもって遂行す

ることを命ずる。

２ 特記事項



別記第 18 号様式（第 14 条第２項関係）

根室市指令第 号

根室市陸上養殖研究促進支援事業補助金是正措置等命令書

年 月 日

住 所

法人等名称（屋号等）

代表者氏名（氏 名）

根室市長

事業名

年 月 日付け根室市指令第 号で補助金の交付決定を受けた上記の事

業について、当該事業の遂行を停止し、次のとおり是正措置を講じることを命じます。

１ 決定内容

・根室市陸上養殖研究促進支援事業補助金の交付の決定の内容及びこれに

付した条件その他法令の規定に違反していると認められるので、当該事業

を停止し、その是正措置を講ずることを命じる。

２ 講ずべき

是正措置

３ 特記事項

・是正措置は、 年 月 日までに完了すること。

・是正措置が完了したときには、直ちに、その旨を市長に報告すること。

・この命令に違反したときは、当該事業に係る補助事業の交付の決定の全

部又は一部を取り消し、当該取り消しに係る部分に関し、既に交付され

た補助金があるときは、その返還を命ずることがあります。



別記第 19 号様式（第 15 条関係）

根室市陸上養殖研究促進支援事業補助金事業実績報告書

年 月 日

根室市長 様

住 所

補助事業者 法人等名称（屋号等）

代表者氏名（氏 名）

事業名

年 月 日付け根室市指令第 号をもって、交付決定を受けた上記の事業

について、下記のとおり事業が完了したので、関係書類を添えて報告します。

記

１ 事業実績表

２ 事業経費精算表

整備・導入物件の名称 規格・型式 数量
事 業 に 要

し た 経 費

補助金交付

対 象 経 費

補 助 金

交付申請額

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

合 計
円 円 円

計

画

事業に要する経費 円

交 付 対 象 経 費 円

実

績

事業に要した経費 円

交 付 対 象 経 費 円

補助金交付決定額（A） 円

補助金交付金精算額（B） 円

不 用 額（A-B） 円

支 払 済 額 円

支 払 未 済 額 円



３ 養殖試験実績表

魚種（数量）

魚種： （ 尾 ・ ㎏）

試験実施期間 実施場所

生産量 生産額

養殖試験方法

導入した機器の使用状況

機器導入によって得られ

た効果

次年度以降における機器

等の使用計画



別記第20号様式（第15条関係）

根室市陸上養殖研究促進支援事業補助金事業収支決算書

１ 収 入

２ 支 出

項 目 決算額（円） 予算額（円） 備 考

市 補 助 金

自 己 資 金

うち貸付金

その他の補助金等

合 計

項 目 決算額（円） 予算額（円） 備 考

対

象

経

費

小 計

対

象

外

経

費

小 計

合 計



別記第 21 号様式（第 16 条関係）

根室市陸上養殖研究促進支援事業補助金交付確定通知書

年 月 日

住 所

法人等名称（屋号等）

代表者氏名（氏 名）

根室市長

年 月 日提出のあった根室市陸上養殖研究促進支援事業補助金事業実績報

告書の審査及び実地検査の結果、下記のとおり決定したので通知します。

記

１ 事 業 名

２ 決 定 内 容 ・根室市陸上養殖研究促進支援事業補助金の額を確定します。

３ 交付決定額 金 円

４ 特 記 事 項

・補助事業により取得した財産等については、市長の承認を受けないでこ

の補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、担

保に供し、取り壊し又は廃棄しないこと。

・取得財産等の管理については、補助金の交付の目的に即し、事業実施後

においても善良な管理者の注意をもって管理すると共に、その効率的な

運営を図ること。

・取得財産等の現況及び補助事業の成果に関して、市長が求める報告及び

調査、市長が行う発表及び広報が適正に行われるよう努めること。



別記第 22 号様式（第 17 条第１項関係）

根室市陸上養殖研究促進支援事業補助金交付請求書

年 月 日

根室市長 様

住 所

補助事業者 法人等名称（屋号等）

代表者氏名（氏 名） 印

事業名

年 月 日付け根室市指令第 号をもって、交付決定を受けた上記の事

業について、下記のとおり請求します。

記

１ 請 求 額 金 円

２ 振 込 先

金融機関名

支 店 名

口 座 番 号
普通

当座

フ リ ガ ナ

口座名義人



別記第 23 号様式（第 19 条関係）

財 産 管 理 台 帳

補助事業者名

注 １ 処分制限年月日欄には、処分制限の終期を記入すること。

２ 処分の内容欄には、譲渡、交換、貸付け、担保提供等別に記入すること。

３ 摘要欄には、譲渡先、交換先、貸付け先、抵当権等の設定権者の名称又は交付金返還額を記入すること。

４ 国等が実施する補助事業等を活用した場合においては、その事業名及び補助金等の交付対象額、交付決定額を備考欄に記載すること。

５ この書式により難い場合には、処分制限期間欄及び処分の状況欄を含む他の書式をもって財産管理台帳に代えることができる。

年度 補助事業名 根室市陸上養殖研究促進支援事業補助金

事 業 の 内 容 経 費 の 配 分 処分制限期間 処分の状況

摘要取得財産等

の名称

設置場

所

数

量

等

竣工又

は購入

年月日

総事業費
交付対象

事業費

負 担 区 分
耐用

年数

処分

制限

年月日

承認

年

月日

処分

の

内容
市補助金 自己資金

その他の

補助金等

合 計

備 考



別記第 24 号様式（第 20 条第１項関係）

根室市陸上養殖研究促進支援事業補助金財産処分承認申請書

年 月 日

根室市長 様

住 所

補助事業者 法人等名称（屋号等）

代表者氏名（氏 名）

事業名

年 月 日付け根室市指令第 号をもって、交付決定を受けた上記の事

業により取得した（又は効用の増加した）財産について、下記のとおり処分したいので、関係

書類を添えて申請します。

記

１ 処分の対象財産

２ 処分の理由及び今後の利用方法等

取得財産等の名称

構造・規格・形式等

数 量

事 業 費 金 円

補 助 金 額 金 円

耐 用 年 数

経 過 年 数

処分予定年月日 年 月 日

処分を行う理由

今後の利用方法



別記第 25 号様式（第 20 条第２項関係）

根室市指令第 号

根室市陸上養殖研究促進支援事業補助金財産処分承認通知書

年 月 日

住 所

法人等名称（屋号等）

代表者氏名（氏 名）

根室市長

年 月 日申請のあった根室市陸上養殖研究促進支援事業補助金の財産処分

承認申請について、下記のとおり決定したので通知します。

記

１ 事 業 名

２ 決 定 内 容 □ 承認します □承認しません

３ 対象財産の名称

４ 不承認の理由

５ 特 記 事 項



別記第 26 号様式（第 21 条第２項関係）

根室市指令第 号

根室市陸上養殖研究促進支援事業補助金交付決定取消通知書

年 月 日

住 所

法人等名称（屋号等）

代表者氏名（氏 名）

根室市長

年 月 日付け根室市指令第 号をもって、交付決定を受けた根室市陸

上養殖研究促進支援事業補助金について、下記のとおり決定したので通知します。

記

１ 事 業 名

２ 決 定 内 容

３ 補助対象経費 金 円

４ 交付決定済額 金 円

５ 取 消 の 理 由

６ 特 記 事 項


